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論 文 内 容 の 要 旨
商店街は、地元消費者との濃密な関係によって、大規模小売店舗よりも優位に立っていた。ところ 
が、中心市街地の空洞化による地域社会の崩壊によって商店街を利用する消費者が減少し、地域住民 
のみを対象とした商売に陰りが見え始めてきた。そこで、来店者を増加し、売上を回復、またはそれ 
以上に伸ばすためには、新しく観光客を夕ーゲッ卜にすることが考えられ始めた。それが商店街の観 
光化の萌芽であり、全国各地の商業集積では、長浜市の中心市街地のように観光化で成功した商業集 
積が注目されるようになった。
そこで本稿では、衰退する商業集積にて観光化を推進するため、イベントや地域資源を活用するこ 
とで近隣や地方から訪れる観光客を誘致しながら、新たな商品開発や業種を転換することで活性化を 
図っている商店街に焦点を当てて研究を行なった。なお、商業集積で観光化を行なった事例としては、 
埼玉県川越市内7 商店街で明治の蔵保全とライブを行なっている地域をはじめ、昭和レトロを売り 
にした大分県豊後高田市内8 商店街や滋賀県彦根市内6 商店街で江戸町家を再現し、同時に癒し音 
で商店街に観光客を誘致している地域などがある。このような、地域に眠る資産を観光事業に継承• 
発掘 •創出することにより、観光客や物品の購買を直接的に目的としない周辺地域の消費者を呼び寄 
せ、街に賑わいを取り戻そうとしている地域が全国各地で見られるようになった。
しかし、現状を鑑みれば、観光化して衰退を免れた商業集積があまり見られていない。そのため本 
稿では、S C や企業組織の商店街のように業種編成が自由にできない商店街において、なぜ観光化が 
進む商店街と進まない商店街があるかを明らかにし、そこから商店街で業種編成や品揃え形成を進め 
ていくためには、どうすればよいかを次のような章立てで分析することとした。
第 1 章商業集積と観光化の可能性 
第 2 章中小小売商の衰退と観光化の年代別考察
一1960年代以降の国土 •商業 •観光政策を中心に一 
第 3 章滋賀県長浜市の中心市街地における観光化と課題 
一株式会社黒壁のマネジメントを中心に一 
第 4 章大阪市天神天満の観光化プロセス
一天神橋筋商店街の観光化を中心に一  
第 5 章京都市伏見の観光化プロセス
一竜馬通り商店街の観光化を中心に一 
第 6 章比較分析と自己組織化
結論として、この第 6 章では商店街が観光化を試みた後にわかる落とし穴に、取扱商品の商品特 
性や業種編成に係わる阻害要因があり、それらをクリアしなければならないということを明らかにし 
た。そこから、本稿のインプリケーションとして、既存の小売業の組織化論では語りきれなかった観 
光化型商店街を分析する枠組みとして自己組織化を応用し、商店街の観光化における自己組織型のマ 
ネジメントを本稿の事例から導き出すこととした。
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観 光 客 （遠方からの消費者） 
新規顧客創造
地元の固定客（近隣住民で物品の購 
買を目的とした消費者）
近隣に住み、物品の購買杳直接的に目的としない観光客
その結果、上図のように自己組織化を促進するためには、商業組織が家主•地権者•個店の経営者 
を説得して、後方支援で空き店舗対策から業種編成•品揃え形成を進めなければならなかった。しか 
し一方で、商業組織は個店の営利事業の責任と、完全に分離する必要があった。なぜなら商業集積が 
観光化した後、商店主間で起こる問題に商業組織が巻き込まれることによって、これまでの活動自体 
が根底から覆される可能性があったからである。以上のように、新たな商業集積における自己組織化 
に関する知見が得られた。
論 文 審 多 1 の 結 果 の 要 旨
衰退する商店街を活性化するために、ハード整備、販促、集客イベントの実施など、様々な方法が模 
索されてきた。そうした中で、近年多くの商店街が注目するようになったのが、商店街を観光資源化 
し新たな顧客を取り込むことで商店街を活性化しようとする試みである。しかし、成功した事例は必 
ずしも多くはない。なぜ観光化によって商店街の活性化に成功する事例と失敗する事例が出てくるの 
か、そのメカニズムを明らかにしようとするのが、本論文の基本的な問題意識である。
観光が着目された背景としては、地域住民の人口が減少する中で、売上の回復をめざすには、地域 
住民以外の顧客= 観光客を新しい夕ーゲッ卜として集客することが必要になるからであり、「地域の 
文化的(人文的)資源 •社会的資源を求めに来る人々」を観光客として呼び、観光資源を継承、発掘、 
創出することで、商店街の活性化を図ろうとする商店街を「観光化型商店街」と位置付けている。
こうした視点から観光化型商店街として滋賀県長浜、天神橋筋商店街、竜馬通り商店街が取り上げ 
られ、三つの事例の比較分析から、衰退する商店街が活性化に向けて転換する場合、商圏の大きさ、 
経済的インセンティブとしての売上、合意形成の仕方などの諸要因が重要であることが指摘され、そ 
こから商店街の組織化における「自己組織化」という概念が注目される。企業組織やSCでは、デべ 
ロッパーが業種構成の変更をいわば強権的に実施できるのに対し、土地•建物などが別個に所有され、 
独立した意思決定主体である商業者から構成される商店街では、説得などによって他の商業者の合意 
を取り付けるか、競争を通じてしか業種構成やコンセプトの変更ができないという問題点を抱えてい 
るために、注目された概念である。
自己組織イ匕という概念は、今後一層精緻化することが期待されるが、本論文はこれまで十分な分析
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がされてこなかった商店街の活性化手法としての観光に注目し、企業組織やSCとは異なり、複数の 
独立した商業者から構成される商店街という特殊な組織において、どのようなマネジメント手法が効 
果的かという問題を明らかにしようとした意義は高く評価されるべきであり、審査委員会は全員一致 
して博士（商学）の学位を授与するに値するものと判断した。
